
（平成２２年３月３１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 19 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡国民年金 事案 1921 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年７月から同年９月まで 

             ② 昭和 51年９月から 54年 12月まで 

             ③ 昭和 55年１月から 61年３月まで 

昭和 43 年 12 月から国民年金に加入したが、同被保険者資格喪失の手続

をしないまま 51 年９月に就職して、厚生年金保険に加入した。その後も国

民年金保険料の納付書が送付されてきたので、国民年金保険料を継続して

３か月ごとに郵便局で納付した。 

昭和 61 年 10 月又は同年 11 月に国民年金第３号被保険者への変更手続に

行った際、申立期間①の国民年金保険料が未納の記録となっていること、

申立期間②のうち、51 年９月から 52 年 12 月までの期間の保険料が 53 年

10 月 25 日に還付された記録になっていること、及び申立期間③が国民年金

に未加入の記録となっていることが判明した。しかし、申立期間②は厚生

年金保険被保険者期間になっており、当該期間の国民年金保険料を二重納

付したが、保険料の還付を受けていないほか、申立期間③の国民年金保険

料についても納付しているはずである。国民年金保険料の未納や国民年金

に未加入となっている申立期間①及び③については、国民年金保険料を納

付していることを認めるとともに、二重納付している申立期間②の国民年

金保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43 年 12 月に国民年金の被保険者資格を取得後、51 年９月

に厚生年金保険の被保険者資格を取得するまでの国民年金加入期間について、

申立期間①を除き、国民年金保険料の未納期間は無く、当該期間は３か月と短



  

期間である上、オンライン記録及びＡ市Ｂ区役所が保管する国民年金被保険者

名簿により、申立期間①前後の期間の国民年金保険料は、定期的に納付されて

いること、及び当該被保険者名簿により、申立人が申立期間①直前の 50 年６

月に国民年金の住所変更手続を適切に行っていることが確認できることを踏ま

えると、申立人が、申立期間①の国民年金保険料のみを納付しなかったとは考

え難い。 

一方、申立期間②のうち、昭和 51 年９月から 52 年 12 月までの期間につい

ては、Ａ市Ｂ区役所が保管する国民年金被保険者名簿の検認記録欄において、

当該期間の国民年金保険料の還付を示す、「還付請求 53.９受付 51.９．５

喪失 51.９～52.12」の記載がある上、特殊台帳及び還付整理簿において、当

該期間に係る国民年金保険料の還付記録が確認できること、並びに申立期間②

のうち、53 年１月から 54 年 12 月までの期間については、上記期間の国民年

金保険料の還付受付が 53 年９月に処理されていることが確認できること、及

び上記の被保険者名簿及び特殊台帳において、当該期間の国民年金保険料を納

付した記録が見当たらないことを考慮すると、社会保険事務所（当時）が、申

立期間②のうち、51 年９月から 52 年 12 月までの国民年金保険料のみを還付

し、53 年１月から 54 年 12 月までの国民年金保険料を還付しなかったとは考

え難く、53 年１月から 54 年 12 月までの国民年金保険料は納付されなかった

可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間③については、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失

した直後の期間であり、申立人が当該期間について国民年金任意加入被保険者

として国民年金保険料を納付するためには、国民年金への任意加入手続が必要

なところ、当該期間当時、当該手続が行われたことをうかがわせる事情は見当

たらない上、上記の被保険者名簿により、申立人は、昭和 61 年６月９日に国

民年金第３号被保険者への種別変更手続を行っていることが確認できることを

踏まえると、申立期間③は、国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を

納付することができなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間②及び③の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに両申立期間の国民年

金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1922 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

追納していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和６年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 44年３月まで  

申立期間の国民年金保険料を全額免除としていたが、昭和 44年 11月ごろ

にＡ町役場の職員から、将来、受給する年金を増額できるから免除になっ

ている保険料を追納したらどうかと勧められた。 

昭和 45 年３月にＡ町役場が作成した納付書により、申立期間の国民年金

保険料１万数千円をＢ郵便局で追納したことを記憶しているが、追納した

保険料が年金加入記録に一切反映されていないので、申立期間の納付記録

を訂正してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年の国民年金制度創設時から 60 歳到達時までの国民年

金加入期間について、申立期間を除き国民年金保険料の未納は無く、申立人の

国民年金制度の理解の深さがうかがえる。 

また、申立期間の国民年金保険料を追納した経緯、納付場所及び納付方法

に関する申立人の記憶は具体的かつ鮮明である上、申立人が保険料を追納した

とする時期は、申立期間の国民年金保険料を追納することが可能な時期である

こと、納付書の発行等については、申立期間当時のＡ町役場における取扱いと

一致していること、及び追納したとする保険料額は、申立期間の保険料を追納

するのに必要な額とおおむね一致していることなどを考慮すると、申立人の供

述に不自然さは認められない。 

さらに、当時の職場の同僚は、申立人が昭和 44 年 11 月にＡ町役場に行っ

た際に同行し、申立人が国民年金保険料の追納手続を行った旨を供述している。 

加えて、申立期間を含む期間の国民年金保険料の免除記録について、特殊

台帳とオンライン記録が異なっており、行政側の記録管理が適切に行われてい

なかったことがうかがえる。 

その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を追納していたものと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 1963 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録

を昭和 43 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年８月１日から 44年５月９日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、昭

和 43 年８月に入社したＡ社（現在は、Ｂ社）での勤務期間のうち、申立期

間における厚生年金保険の加入記録が無いとの回答があった。当時の事業

主及び経理担当者は既に亡くなっているが、当時の事情を承知している上

司及び同僚がいるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社は、「当時の事業主は既に亡くなっており、当時の資料も現存してい

ないが、当時の上司の証言もあり、申立人が申立期間に弊社の一従業員として

勤務していたのは事実である。」と回答している上、申立人がＡ社における上

司として名前を挙げ、申立期間において同事業所における厚生年金保険被保険

者記録が確認できる者は、「申立人が前の会社に勤務しているときに、Ａ社が

Ｃ地方に出店するため、前の会社の同僚と一緒に申立人を引き抜いた。申立期

間において申立人がＡ社で勤務していたのは間違いない。」と供述しており、

申立人が同事業所に勤務を始めた時点で勤務していた同僚二人が上記上司と同

趣旨の供述をしていることから判断すると、申立人が申立期間において同事業

所に勤務していたことが推認できる。 

また、Ｂ社は、「申立人は正社員として採用した。申立期間当時、試用期



  

間等は無かった。」と回答しているところ、申立人が名前を挙げた前記同僚二

人のうちの一人は、「自分は、申立人と同時期に、Ｄ地方にあったＥ社からＡ

社に、申立人に誘われて転職した。自分が入社時から厚生年金保険に加入して

いるのに、同じ正社員で入社した申立人が入社時から厚生年金保険に加入して

いないのはおかしい。」と供述している上、残る一人及び前記上司を含む、聴

取できた同僚３人も、「入社時から厚生年金保険に加入していた。申立人だけ

が入社時から厚生年金保険に加入していないのはおかしい。」と供述している

ことから、申立期間当時、事業主は、すべての従業員を入社と同時に厚生年金

保険に加入させていたものと考えられる。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

月５月の社会保険事務所の記録から、２万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は資料が無く不明としているが、厚生年金保険及び雇

用保険の記録における被保険者資格取得日がともに昭和 44 年５月９日となっ

ており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ日を記録した

とは考え難いことから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る 43年８月から 44年４月までの保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1964 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取

得し、24 年２月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったことが認められることから、申立人のＡ社（Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社

を経て、現在は、Ｅ社）Ｆ支店における資格取得日及び資格喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額は、昭和 19 年 10 月から 20 年８月までは

110 円、同年９月から 21 年３月までは 130 円、同年４月から 22 年５月までは

240 円、同年６月から 23 年７月までは 600 円、同年８月から 24 年１月までは

4,800円とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＧ社（現在は、Ｈ社）Ｉ支

店における資格取得日に係る記録を昭和 28 年２月１日に訂正し、当該期間の

標準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡）  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 明治 43年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から 24年２月１日まで 

             ② 昭和 25年 11月８日から 26年１月１日まで 

             ③ 昭和 28年２月１日から同年３月５日まで 

申立期間①当時は、Ｊ市内に居住しており、Ａ社で勤務していたので、厚

生年金保険にも加入していたはずである。また、申立期間②及び③について

も、Ｇ社に継続して勤務していたはずなので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

 



  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ｈ社が保管する申立人の社員名簿の記録から、申

立人は、昭和 10 年 10 月から 25 年 11 月までＡ社に勤務していたことが確

認できる上、同社Ｆ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

厚生年金保険の記号番号欄が空欄となっているものの、資格取得日は、19

年 10 月１日（事務職が厚生年金保険の適用となった日）、資格喪失日は 24

年２月１日であることが確認できる。 

また、申立人は、厚生年金保険の記号番号欄が空欄となっていることに

より、申立期間①について、健康保険のみ加入していたとされているが、

年金事務所は、｢当時、個人が選択して健康保険のみ加入する制度があった

とは考え難い。｣と回答している。 

一方、国の所管部局が発行した軍歴証明書により、申立人が昭和 19 年４

月１日に、軍隊に召集され、20 年９月１日に復員したことが確認できると

ころ、当時の厚生年金保険法では、第59条の２の規定により、19 年 10 月１

日から 22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間に

ついては、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主ともに全額を免除し、

被保険者期間として算入する旨が規定されている。 

また、Ｈ社が保管する申立人の社員名簿の記録により、申立人は、復員

後も引き続きＡ社Ｆ支店に勤務している上、上記の被保険者名簿により、

申立人については、同事業所に係る他の被保険者と同時期に４度の標準報

酬等級改定の記録が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和19年10月１日に

厚生年金保険被保険者資格を取得し、24年２月１日に同資格を喪失した旨

の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和19年10月から20年８

月までは110円、同年９月から21年３月までは130円、同年４月から22年５

月までは240円、同年６月から23年７月までは600円、同年８月から24年１

月までは4,800円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間③については、Ｈ社が保管する社員名簿及び当該事業所の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、申立人は、Ｇ社に継続して勤務

し（昭和28年２月１日にＧ社Ｋ支店から同社Ｉ支店に異動）、申立期間③

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。  

なお、申立期間③の標準報酬月額については、昭和28年３月のＧ社Ｉ支

店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から8,000円とすることが妥

当である。 

また、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した



  

か否かについては、事業主は納付しているとしているが、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 

３ 申立期間②については、Ｈ社が保管する社員名簿から、申立人は、昭和

25年11月にＢ社を退職し、同年12月19日に嘱託としてＬ社（Ｇ社を経て、

現在は、Ｈ社）に入社したこと、及び同社Ｍ支店に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿により、26年１月１日に申立人が厚生年金保険被保険者

資格を取得したことが確認できる。 

 また、Ｌ社Ｍ支店における同僚のうち、連絡先が判明した４人に照会した

結果、回答があった二人のうち一人は、「申立人は、Ｂ社Ｎ支店を退職して、

Ｌ社Ｍ支店に入社したと聞いていた。当時は、月の途中の入社の場合、翌月

１日からの社会保険適用とすることは珍しくなかった。｣と供述している。 

さらに、Ｈ社は、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除につい

ては、被保険者資格取得日からみて、控除していないのではないかと思われ

る旨の回答をしている。 

   加えて、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、

申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1965 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録

を昭和 32年４月１日、資格喪失日に係る記録を 34年２月１日とし、申立期間

の標準報酬月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 12年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32年４月１日から 34年２月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務していた申立期間

の被保険者記録が無いとの回答があった。 

 当時の社長及び同僚の名前を記憶しており、在職中に会社から支給され

た健康保険証を使って通院したこともあり、勤務していたのは間違いない

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が名前を挙げ

た複数の同僚の被保険者記録が確認できること、及び当該同僚のうち連絡が取

れた二人の供述から判断すると、申立人が申立期間において同事業所に勤務し

ていたことが推認できる。 

また、申立人及び上記の二人の同僚が、いずれも当該事業所に申立期間当時

に在籍していたと供述している 15 人程度の従業員数は、上記の被保険者名簿

により申立期間に確認できる被保険者数（14 人）とおおむね一致している上、

当該被保険者名簿により、申立人を除く 14 人は、いずれも被保険者記録が確

認できることを考慮すると、申立期間当時、当該事業所では、すべての従業員

について厚生年金保険に加入させる取扱いであったことがうかがえる。 

さらに、申立人が同じ業務に従事していたとする上記の同僚二人に聴取した

ところ、一人は、「申立人は、昭和32年４月に新卒者として入社し、私の下で



  

２年程度働いていた。私自身は、22 年５月から 38 年６月までＡ社に勤務して

いたが、同社が厚生年金保険の新規適用事業所となった 26 年 10月に被保険者

資格を取得し、退職した 38 年６月に同資格を喪失しており、自分の被保険者

記録に間違いは無い。また、同社では従業員を入社と同時に一律に厚生年金保

険に加入させており、試用期間は無かった。申立期間当時に在籍していた従業

員は 15 人程度であったと記憶している。当時の社会保険事務担当者は、社会

保険事務手続を適切に行っていたはずである。」と供述しており、他の一人は、

「申立人が勤務していたことは記憶している。入社した時期は、私よりも３年

ぐらい後だったと思う。私自身は勤務していた期間と被保険者記録は一致して

いる。また、会社の従業員はすべて正社員であり、当時の従業員数は社長を含

め 15人前後であった。」と供述している。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社において申立人と同年齢か

つ同時期に入社している同僚の社会保険事務所（当時）の記録から、１万

2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所は既に解散し、事業主も既に死亡しているため確認することが

できないが、事業主が申立てどおりの健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

届を提出したにもかかわらず、その後に行われるべき被保険者報酬月額算定基

礎届や資格喪失届のいずれの機会においても、社会保険事務所がこれを記録し

ないとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所に当該資格の得喪に係る

届出を行わず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 32 年４月か

ら 34 年１月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 



  

福岡厚生年金 事案 1966 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ病院（現在は、Ｂ医療センター）

における資格取得日に係る記録を昭和58年４月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 11万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月１日から同年５月１日まで 

   昭和 58 年４月１日からＡ病院に勤務していたが、申立期間の厚生年金保

険の被保険者記録が無い。 

勤務していたことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ医療センターが保管する人事記録及び申立人が名前を挙げる上司の供述

により、申立人が申立期間においてＡ病院に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ病院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、昭和58年

４月１日に採用された４人のうち申立人を除く３人は、同日付けで厚生年金保

険の被保険者資格を取得していることが確認できる上、人事記録によれば、申

立人の勤務条件は、採用された同年４月から同年 11 月までは同一であり、加

えて同年４月１日に被保険者資格を取得している上記の３人は、申立人と同じ

非常勤職員として採用されていることが確認できる。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ病院における昭和

58 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、11 万 8,000 円とすることが



  

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ｂ医療センターは、「根拠となる厚生年金保険に係る関連資

料等が無いので不明である。」と回答しており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1967 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ病院（現在は、Ｂ医療センター)

における資格喪失日に係る記録を昭和62年４月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 16万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年３月 31日から同年４月１日まで 

Ａ病院に勤務していた期間のうち、厚生年金保険から共済組合に移行する

時点で厚生年金保険の被保険者記録が空白となっている。同病院に継続し

て勤務していたことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ医療センターが保管する人事記録、並びに申立人が名前を挙げた同僚及

びオンライン記録において申立期間にＡ病院に係る被保険者記録が確認でき

る同僚の供述から、申立人が同事業所に継続して勤務していたことが認めら

れる。 

また、Ｂ医療センターは、「人事記録のとおり、申立人は所管省共済組合

の組合員になるために、当病院を形式的に辞職したこととなっている。厚生年

金保険から共済組合へ移行する際の事務手続の誤りではないか。」、「給与は

月末締め、翌月 16 日支払いであるから、月末から翌月まで継続して在籍した

と認められる当該職員の厚生年金保険料は、翌月 16 日支払いの給与から控除

しているはずである。」と回答しており、オンライン記録及び所管省共済組合

の記録によれば、昭和 62 年４月以降に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、

共済組合において組合員資格を取得した者については、いずれも被保険者期間

に空白は無いことが確認できる。 



  

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ病院における昭和

62年２月のオンライン記録から、16万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ｂ医療センターは、「根拠となる関連資料が無いので不明である。」とし

ている一方で、上記のとおり共済組合へ移行する際の事務手続の誤りではない

かと供述している上、事業主が資格喪失日を昭和62年４月１日と届け出たにも

かかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年３月31日と誤って記録する

とは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1968 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 26 年 12 月 21 日に訂正し、申立期間に係る標準

報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和５年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年 12月 21日から 27年１月５日まで 

   昭和 25 年４月１日にＡ社に入社し、59 年２月 29 日に同社を退職するま

で継続して勤務していた。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所の雇用保険被保険者記録及びＢ社が保管する申立人に係る

社員台帳により、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 26 年 12 月 21 日にＡ社

Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和27年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とすることが妥

当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、当時の資料が保管されておらず不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1969 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないものと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 43年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年６月 30日から同年７月１日まで 

申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無いが、同期間はＡ社から関

連会社のＢ社に異動した時期である。勤務期間には空白は無く、継続して

勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所の雇用保険被保険者記録及びＡ社が保管する辞令簿により、

申立人が同社及び同社の関連会社であるＢ社に継続して勤務し（平成３年７月

１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成３

年５月のオンライン記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てどおりの届出を行ったものの保険料納付の有無は不明

としているが、当該事業所が保管する申立人に係る健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書によれば、申立人が平成３年６月30日に被保険者資格

を喪失した旨の届出が行われていることが確認できることから、事業主が社会

保険事務所（当時）の記録どおりの届出を行い、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1970 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ病院に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 55年４月 14日、

資格喪失日が平成 17年 12月１日とされ、当該期間のうち、同年 11月 30日か

ら同年 12月１日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文の規定により、年金

額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立

人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同事業所における資格喪

失日を平成 17 年 12 月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 30 万円とするこ

とが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 18年生   

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年 11月 30日から同年 12月１日まで 

平成17年11月は厚生年金保険に加入していない期間とされているが、同年

11月末までＡ病院に在職していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ病院が保管する給与明細書、公共職業安定所の雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書及び当該事業所が発行している在職証明書等により、申立人が当該

事業所に平成 17 年 11 月 30 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書における保険料控

除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人の資格喪失に係る事務手続の誤りを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 



  

福岡国民年金 事案 1923 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生  

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 53年３月まで 

昭和 49 年３月 25 日に商店に就職した際、Ａ区役所で、住民票の異動手続

と一緒に国民年金の加入手続をした。同商店に住み込みで働きながら、専

門学校に通っており、十分な給料を受け取っていなかったので、区役所の

職員に国民年金保険料を納付できないことを伝え、加入手続と同時に、保

険料の免除申請をしたはずである。 

それにもかかわらず、申立期間の国民年金保険料が未納とされており、納

得できないので、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、商店に就職するため、Ａ区に転居した際に、住民票の異動手続

及び国民年金の加入手続を行うと同時に、国民年金保険料の免除申請手続を

行ったと申し立てているところ、同区役所が保管する国民年金手帳記号番号払

出簿において、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49年４月 22日に払い

出されていることが確認できるものの、申立人の免除申請手続に係る記憶は

曖昧
あいまい

であるとともに、国民年金保険料の免除申請手続は毎年度行う必要があ

るところ、申立人は、申立期間においては、昭和 50 年度以降の免除申請手続

を行った記憶は無いとしている。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関

連資料は無く、申立人が国民年金保険料を免除されていたとする商店の同僚等

の供述も得られず、このほか、申立期間の国民年金保険料を免除されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めるこ

とはできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1924 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年 10 月から 54 年３月までの期間及び 55 年１月から 63 年

10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日  ： 昭和 24年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 51年 10月から 54年３月まで  

            ② 昭和 55年１月から 63年 10月まで 

申立期間の国民年金保険料は、自転車で来ていた女性の集金人に納付し、

領収書も受け取った記憶があるので、申立期間の納付記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 51 年 10 月にＡ社を退職し、Ｂ市Ｃ区役所に行き、国民

年金の加入手続をした記憶がある。」と申し立てているところ、Ｂ市Ｃ区役所

が作成した国民年金被保険者名簿により、申立人の国民年金手帳記号番号が、

昭和 59 年 11 月 15 日に職権で払い出されていることが確認でき、この時点に

おいては、申立期間①の全部及び申立期間②の一部は、時効により国民年金保

険料を納付することができない上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 また、同区役所が作成した国民年金保険料未納者指導票により、平成２年９

月 10 日に同市嘱託員が申立人の自宅を訪問していること、及び訪問時点の申

立人の国民年金保険料納付月数が０月であったことが確認できる。 

 さらに、申立期間②については、申立人は、「集金人に国民年金保険料を納

付していた。」と申し立てているところ、Ｂ市役所では、昭和 61 年４月以降

は集金嘱託員による国民年金保険料の戸別徴収を行っていないと回答している。  

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1925（事案 699の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42年２月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 12年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年２月から 47年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、妻が夫婦二人分を毎月、Ａ町役場

に納付しており、妻の当該期間の国民年金保険料は納付済みとなっているの

に、私の保険料のみが未納とされている。 

このため、年金記録確認第三者委員会に納付記録の訂正を求めたところ、

妻の記憶は定かでなく、申立期間の大部分は既に時効であり、申立期間の

すべてにわたって行政機関が納付記録を誤ることは考え難いとして、訂正

は認められなかった。 

しかし、私は、妻が私の国民年金保険料を納付していたと信じており、

納得できないので、再度調査の上、申立期間の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、自ら国民年金への加入手続を行ったと

する申立人の加入手続に関する記憶が明確でなく、申立人の国民年金保険料を

納付していたとする妻も保険料額等に係る記憶は定かでなく、国民年金手帳記

号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号が、昭和 48年１月 27日

に払い出されていることが確認でき、この時点では、申立期間の大部分は､既

に時効により国民年金保険料を納付することができない上、申立人に別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらず、

ほかに申立期間に係る国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる事

情も見当たらないなどとして、既に当委員会の決定に基づき、平成 20年 11月

19日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、再度、「申立期間の国民年金保険料は、妻が私の分も含

めて納付していた。」と申し立てているところ、申立人の国民年金手帳記号番



  

号が払い出された昭和 47 年度以降の国民年金保険料については、申立人及び

その妻共に納付されていることが確認できるものの、申立人の妻の国民年金手

帳記号番号は、昭和 40年７月 10日に払い出されていることが確認でき、申立

人とその妻の国民年金手帳記号番号の払出時期は大きく相違しており、申立期

間については、申立人が国民年金の加入手続を行っていることをうかがわせる

事情が見当たらないことを踏まえると、申立人の妻が申立人の申立期間に係る

国民年金保険料を納付していたとは考え難く、これは、委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情とは認められず、その他に委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1926 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年５月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年５月から 48年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、元妻と一緒に納付していた。 

国民年金への加入の経緯、国民年金保険料の納付場所や納付方法につい

ては、元妻に任せていたので、記憶は無いが、申立期間の保険料が未納と

なっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及びＡ市Ｂ区役所が保管する申立人に係る国

民年金被保険者名簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 48 年２

月１日に元妻と連番で払い出され、同日に交付され、申立人は 46 年５月１日

に、申立人の元妻は同年４月１日にそれぞれさかのぼって被保険者資格を取得

していることが推認でき、それ以前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は申立期間の国民年金保険料の納付に関与していない上、オ

ンライン記録により、申立期間の国民年金保険料を納付していたとする申立人

の元妻が申立期間を含む昭和 46年４月から 48年３月までの国民年金保険料を

納付している記録は確認できず、同人からの供述を得ることができないため、

申立期間の国民年金保険料の納付状況は不明である。 

さらに、申立人の元妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1927 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年 10 月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月から 49年３月まで 

私は、国民年金加入手続を行った記憶は無いが、国民年金保険料の納付

については、当時、商売を行っており集金に来ていた銀行員に預けたり、

私が市役所や銀行に行き、納付書で納付していたと思う。商売は繁盛して

おり、国民年金保険料を納付できないことはなかったので、間違いなく保

険料を納付していたはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納と記録されていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 42年 11月１日に当時の妻と連番で払い出されていることが確認でき、特

殊台帳において、納付日が確認できる 49年４月から同年 10月までの申立人及

び当時の妻の国民年金保険料は同一日に納付されている上、両人の保険料の重

複納付及び還付記録が同一の記録であることを踏まえると、申立人及び当時の

妻の納付行動は同一であると考えられるところ、オンライン記録及び特殊台帳

において、申立期間の国民年金保険料は当時の妻の記録も未納となっている。 

また、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料

を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1928（事案 727の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48年５月から 63年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和９年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年５月から 63年９月まで 

申立期間の国民年金保険料を昭和 58年、及び 61年７月又は同年８月の２

回に分けて納付した。年金記録確認第三者委員会からの通知に記載されて

いる申立内容の要旨では、「２回目の納付は、私が経営していた会社の所

有地を売却して得た収益から保険料として納付した。」とあるが、これは

誤りで、私の個人的なお金から保険料を納付した。 

今回、新たに判明した事実は、私が経営していた会社の金庫に私の個人的

なお金を保管しており、昭和61年７月又は同年８月に、経理を担当していた

社員から、私が国民年金保険料を納付するために金庫からお金を出しても

らい、それで保険料を納付したことである。 

なお、国民年金保険料の納付は、いずれもＡ市Ｂ区役所の国民年金担当窓

口で行った。保険料納付の際、私は納付書を持参しておらず、同区役所の

職員が、手書きで複写式の領収書のようなものを書いていた記憶がある。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）国民年金の加入手続及び保険料の

納付に関する申立人の記憶が明確でなく、保険料の納付状況等が不明であるこ

と、ⅱ）申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期から、申立期間は時効によ

り保険料を納付することができないほか、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情が見当たらないこと、ⅲ）申立人

が２回目に保険料を一括納付したとする記憶は、平成３年において過年度納付

及び現年度納付を行ったことに関するものと考えるのが自然であることなどと

して、既に当委員会の決定に基づき 20 年11月27日付けで年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 



  

今回、申立人は、２回目の国民年金保険料の納付について、経営していた

会社の経理担当者から、自身の国民年金保険料納付のための現金を会社の金庫

から出してもらい、Ａ市Ｂ区役所の国民年金担当窓口で納付したと申し立てて

いるところ、申立人が申立期間の国民年金保険料の２回目の納付をしたとする

昭和 61 年７月又は同年８月ごろを含む同年１月１日から 63 年４月 30 日まで

の期間において、当該経理担当者には、他の事業所での厚生年金保険被保険者

記録が確認できる上、同人は、「私は、昭和 56年５月ごろから 57年８月ごろ

までの期間において、申立人の経営する会社でアルバイトとして経理を担当し

ていたが、会社の金庫の管理には関与しておらず、申立人の個人的なお金が金

庫に保管されていたか否かは承知していない。また、金庫から申立人に国民年

金保険料納付のためのお金を手渡した心当たりも無い。」と供述しており、申

立内容とは相違する。 

また、Ａ市では、昭和49年以降は、納付書方式による国民年金保険料の収納

を行っていることから、Ｂ区役所の国民年金担当窓口で保険料を納付すること

はできない上、Ｂ区役所内に置かれている金融機関で納付できる国民年金保険

料は、現年度分に限られていたために、過年度分の国民年金保険料を納付する

際は、区役所外の金融機関において納付しなければならなかったことが確認で

き、Ｂ区役所の国民年金担当窓口で、現金により保険料を納付したとする申立

内容と符合しないなど、これら申立内容は、委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな

事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付して

いたものと認めることはできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1929 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年 10 月から同年 11 月までの期間及び５年 10 月から７年２

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日  ： 昭和 36年生  

住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成３年10月及び同年11月 

② 平成５年10月から７年２月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立期間は国民年金に加

入していない期間とされていることが分かったが、自宅を購入し、ローン

の手続をした際に、転居先の銀行で妻の国民年金保険料と一緒に申立期間

の保険料を一括納付したことを記憶しており、妻の納付記録は申立期間の

一部については納付とされているのに、自分だけ未加入とされているのに

は納得できないので、申立期間の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自宅を購入し転居した際、銀行の窓口で国民年金保険料を一括

して納付した旨を申し立てているところ、住民票により申立人の転居が確認で

きるのは平成９年３月17日であり、当該時期において、申立期間の大部分は時

効により国民年金保険料を納付できなかったものと考えられる。 

また、申立人はその妻の国民年金保険料と一緒に自身の保険料を一括して

納付したと申し立てているところ、Ａ市Ｂ区役所が保管する国民年金被保険者

名簿によれば、申立期間に係る申立人の国民年金への加入記録は確認できない

上、オンライン記録により、申立人の妻に係る平成６年５月から７年２月まで

の保険料は８年６月以降に１か月分ずつ納付されていることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1930 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和63年９月から平成２年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 27年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年９月から平成２年８月まで  

昭和63年８月に会社を退職し、同年９月に社会保険事務所（当時）で国民

年金の加入手続を行った時、２年分24枚の国民年金保険料の納付書をもらい、

それにより、毎月、最寄りの郵便局又は金融機関で国民年金保険料を納付

したので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和63年９月に国民年金の加入手続を行ったと申し立てているとこ

ろ、Ａ市Ｂ区役所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国

民年金手帳記号番号は、平成５年８月25日に払い出されていることが確認でき、

この時点では、申立期間は時効により国民年金保険料を納付することができな

い上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

 また、オンライン記録により、申立人は、平成３年８月から５年３月までの

期間（平成４年11月を除く。）の国民年金保険料を５年９月から７年４月まで

の各月に、さかのぼって過年度納付の納付期限直前に納付していることが確認

できることを踏まえると、申立人が申立期間の保険料を納付したとする記憶は、

当該期間の保険料納付に関するものである可能性もうかがえる。 

さらに、申立人は、会社を退職後の昭和63年９月に社会保険事務所で２年分

の 24 枚の納付書を受け取り、その納付書により申立期間の国民年金保険料を

納付したと申し立てているところ、制度上、社会保険事務所において２年分の

現年度納付の納付書を一度に発行するとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1931 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和51年９月から52年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 16年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間  ： 昭和 51年９月から 52年７月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立期間の保険料の納付記

録は確認できなかったとの回答をもらった。 

しかし、Ａ市からＢ市Ｃ区に転居してすぐに国民年金に加入し、納付書に

現金を添えて金融機関で国民年金保険料を納付した記憶があるため回答に

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 49年６月 11日に払い出されていることが確認でき、申立人に別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、国民年金被保険者台帳及びオンライン記録によると、申立人は、昭

和 49 年９月１日に国民年金被保険者資格を喪失後、平成９年 10 月 21 日に同

資格を再取得していることは確認できるが、申立期間において同資格を取得し

ている記録は見当たらない。 

さらに、オンライン記録により、申立人に係る昭和 36 年４月１日から 52

年８月５日までの間における国民年金被保険者記録は、申立人が平成９年 10

月 21 日に国民年金の再加入手続を行った後の同年 11月４日に厚生年金保険被

保険者記録に合わせ遡及
そきゅう

して追加されたものであり、この時点では、申立期間

は時効により国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1971 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年２月から 29年２月 10日まで 

昭和 26 年２月にＡ社Ｂ事業所に入社した。仕事内容は社内全体のＣ業務

で、所管官署へ提出するための書類を作成するなどの手続を担当していた。 

入社して、１年が過ぎたころの昭和 27 年３月にＢ事業所が運営するＤ病

院に入院した際の写真があり、裏面に「昭和 27 年三月 Ｄ病院にて」と記

載されている。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間のほとんどの期間においてＡ社Ｂ事業所における厚生

年金保険被保険者記録を有する妻と、申立期間中の昭和 27 年３月にＤ病院で

一緒に写っている写真、及び申立期間中の 28 年７月に閉業した「Ａ社Ｂ事業

所Ｅ」の看板が写っている、当時の上司らとの集合写真を所持していることな

どから判断すると、勤務期間の特定はできないものの、申立期間の全部又は一

部において、申立人が同社Ｂ事業所で勤務していた可能性はうかがえる。 

しかしながら、Ａ社Ｂ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなっており、当時の事業主も連絡先が不明で、事務担当者も特定できないた

め、当時の事情を聴取することができず、同事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿から名前が確認できた複数の同僚から聴取しても、申立期間当

時の勤務実態及び厚生年金保険料控除についての具体的な供述は得られない。 

また、上記被保険者名簿では、申立人のＡ社Ｂ事業所に係る厚生年金保険

被保険者資格取得日は昭和 29年２月 10日であることが確認でき、当該記録は、



  

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の記録と一致する上、上記

被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者記号番号払出簿では、申立期間におい

て、申立人の被保険者記録は確認できない。 

さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、国の所管局の記録によれば、申立人が国家資格の免許を取得した当

初のＦ県に所在する事業所名及びその後の所属事業所名並びに申立期間中の昭

和 28 年２月に同免許証の再交付を受けていることなどが確認できるが、当該

記録からは、申立人がＡ社Ｂ事業所に勤務していたことは確認できない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1972 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 12月から 45年５月１日まで 

昭和 13 年から 27 年までＡ公社のＢ局に正規職員として勤務し、結婚・

出産に伴い退職したが、31 年 12 月に請われる形で再入社し、その後 45 年

ごろまで臨時職員として勤務したと記憶している。勤務していたことは間

違いなく、また給与からは税金を含めいろいろなものが控除されていたこ

とを記憶しており、厚生年金保険料も控除されていたと思うので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の一部又は全部において、Ａ公社のＢ局における厚生年金保険被

保険者（Ａ公社共済組合員から移行した厚生年金保険被保険者を含む。）記録

を有する同僚３人の供述から判断すると、勤務期間の特定はできないものの、

申立期間において、申立人が、同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が、自身と全く同じような雇用形態・業務内容だっ

たとして名前を挙げた同僚３人のうちの１人は、｢自分は昭和 31年以降、臨時

職員として 20年間くらい断続的に勤務した。｣と供述しているが、同人のＡ公

社のＢ局における厚生年金保険被保険者記録は、昭和 31年以降では 41年９月

１日から 42 年３月１日までの６か月しかなく、また、31 年以降 10 年以上は

断続的に勤務していたと申立人が供述している、残る二人（両人とも連絡先不

明）についても、同事業所での厚生年金保険被保険者記録は確認できない上、

申立人が名前を挙げた別の同僚（Ａ公社共済組合員から移行した厚生年金保険

被保険者の記録のみを有する者）は、｢申立人は臨時雇なので、長期の雇用契

約というのは考えられず、15 年間継続して勤務していたわけではない。臨時

雇について、元々厚生年金保険料控除自体があったか疑問である。自分の子供



  

も学生時代に臨時雇としてＡ公社のＢ局に勤務しており、申立人と同じ働き方

をしていたが、厚生年金保険には当然のように加入していない。｣と供述して

おり、申立期間当時、事業主は、臨時雇の者について厚生年金保険に加入させ

ていなかった可能性がうかがえる。 

また、申立人が勤務していたと主張しているＡ公社のＢ局については、オ

ンライン記録によれば、申立期間のうちの半分以上を占める、昭和 31年 12月

から 32年３月までの期間及び 33年３月１日から 40年７月 15日までの期間は、

適用事業所としての記録は確認できない上、Ａ公社のＢ局に係る厚生年金保険

被保険者原票では、申立人に係る被保険者記録は確認できず、申立期間におい

て同事業所が適用事業所であった二度の期間中の健康保険の整理番号にも欠番

は無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、Ａ公社のＢ局の承継事業所にあたるＣ社Ｄ支店は、｢申立人に関す

る資料は全く保管されておらず、申立人の勤務実態、厚生年金保険料控除はと

もに不明である。｣と回答しており、申立期間における勤務実態及び事業主に

よる厚生年金保険料控除について確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

一方、Ａ公社の共済年金を管理しているＥ年金基金は、｢申立人の申立期間

における共済組合員の記録は無い。共済制度は長期雇用を前提とした制度であ

るため、短期雇用である臨時雇の人は対象としていない。当時、申立人が臨時

雇の身分での雇用形態であれば、共済組合に加入していなかったと考えられ

る。｣と回答しており、Ａ公社共済組合員から移行した厚生年金保険被保険者

の記録のみを有する、前記一人を含む同僚二人は、「自分には、臨時雇の期間

は無い。」と回答しており、申立期間において、事業主が、臨時雇の者につい

てＡ公社共済組合員の資格を取得させていた事情はうかがえない。 

 なお、申立人は、申立期間中の昭和 40年 12月に国民年金に任意加入し、同

年同月以降の申立期間に係る国民年金保険料を納付している。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1973 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 63年 11月１日まで              

昭和 57 年か 58 年ごろからＡ社に勤務し、59 年４月から正社員となった

が、厚生年金保険被保険者資格の取得日が 63 年 11 月１日となっているの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間後に、Ａ社における厚生年金保険被保険者記録を有する同僚の一

人は、「申立期間当時、一緒に勤務したわけではないが、会社を訪ねた際に、

申立人について、工業高校を卒業し、何らかの資格を持ち、責任ある立場にあ

り、若いのにしっかりとしている印象を持っていた。昭和 57 年ごろには申立

人は勤務していた。」と供述しており、また、申立人は国家資格の取得をきっ

かけに正社員となったと申し立てているところ、申立人が昭和 58年３月 10日

に同資格を取得していることが確認できることから判断すると、勤務期間の特

定はできないものの、申立期間においても、申立人が同社に勤務していた可能

性は認められる。 

しかしながら、申立人は、申立期間前の昭和 50 年５月９日に国民健康保険

に加入し、当該国民健康保険の被保険者資格喪失日は、Ａ社において健康保険

厚生年金保険被保険者資格を取得した日と一致する 63年 11月１日となってお

り、健康保険厚生年金保険被保険者資格を取得したことにより、国民健康保険

の被保険者資格を喪失したものと考えられるところ、雇用保険被保険者資格の

取得日も同年 11月１日となっていることが確認できる。 

また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、法

人登記上も解散していることが確認できる上、事業主は既に死亡しており、清

算人に対して照会するものの回答が得られず、当時の事情を聴取することがで



  

きない。 

さらに、同僚から聴取しても、申立期間当時の厚生年金保険料控除につい

ての具体的な供述は得られない。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1974 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年６月 26日から 61年２月ごろまで 

② 昭和 61年２月ごろから同年８月４日まで 

厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社（申立期間①）及びＢ

社（申立期間②）に勤務していた期間については、厚生年金保険料を給与

から控除されていた記憶があるのに被保険者期間が確認できなかった。 

当時の事業主及び同僚の名前は憶
おぼ

えていないが、勤務していたのは間違

いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社に照会した結果、「申立期間当時の労働者名

簿や社会保険の資格得喪に関する資料は保管しているが、申立人に係る労働者

名簿及び資格得喪に関する資料等は無く、申立ての事実を確認できない。」と

回答しており、申立人の申立期間①における同事業所での勤務実態は確認でき

ず、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿においても、申立人の

被保険者記録は確認できない。一方、同名簿において申立期間①における健康

保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え

難い。 

また、当該被保険者名簿において、当該期間当時に被保険者記録が確認で

き、かつ連絡が取れた５人に照会したところ、いずれも申立人が当該事業所に

おいて勤務していたか否かの記憶は無いと供述しているほか、公共職業安定所

の雇用保険被保険者記録により、申立期間のうち、昭和 60 年４月１日から同

年６月５日までの期間については、申立人はＣ市に所在するＤ社に係る被保険

者記録が確認できる。 

さらに、申立期間②については、申立人が勤務していたとするＢ社又はこ



  

れに類似する名称の事業所は、社会保険事務所（当時）の記録において、厚生

年金保険の適用事業所としての記録が確認できない上、法人登記の記録でも確

認できないことから、申立期間②における勤務実態について確認することがで

きない。 

加えて、両申立期間については、申立人は、当時の事業主や同僚の名前を

記憶していない上、公共職業安定所の雇用保険被保険者記録においても、申立

事業所に係る申立人の被保険者記録は確認できず、申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明

細書等の資料は無く、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1975 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年５月 31日から 61年２月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、後半部分に当たる申立期間の厚生年金保

険の被保険者記録が無い。同社に継続して勤務していたことは事実である

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所の雇用保険被保険者記録及び申立人の複数の同僚の供述か

ら、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、

申立事業所は昭和 60 年５月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なっており（その後、申立期間後に再び適用事業所となり、現存）、申立人を

含む 17 人が同日付で被保険者資格を喪失していることが確認できる上、   

同被保険者名簿に被保険者記録があり申立人と同日に被保険者資格を喪失して

いる同僚の二人は、「私自身は、会社が社会保険から外れた後は健康保険の任

意継続被保険者となったが、社員の中には国民年金への加入手続を行った者と

加入手続を行わなかった者がいた。」、「私は会社が社会保険から外れた後は

国民年金と国民健康保険への加入手続を行った。」と供述している。 

また、当該事業所では、「申立期間当時の事実を確認できる資料が何も

残っていないので分からない。」と回答している上、当時の事業主は既に死亡

しており、複数の同僚に聴取しても厚生年金保険料控除に係る具体的な供述を

得ることができず、申立期間における事業主による厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立



  

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1976 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和８年生  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26年１月 12日から同年９月１日まで 

② 昭和 28年４月１日から同年 10月５日まで 

申立期間①については、Ａ市（現在は、Ｂ市Ｃ区）に所在していたＤ社の

敷地内にあったＥ社から同敷地内のＦ社に転職した。Ｆ社に入社した時に

は、厚生年金保険被保険者証を持って行ったことを記憶している。 

申立期間②については、この期間も含め、継続してＧ社Ｈ支店（現在は、

Ｉ社Ｊ支店）で運送業務に従事していた。 

両申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が無いが、いずれも勤務

していたことは事実であるので、両申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人はＦ社に勤務していたと申し立てていると

ころ、厚生年金保険適用事業所名簿により、Ｆ社は、厚生年金保険の適用

事業所としての記録は確認できないものの、Ｆ社と類似する名称の事業所

調査を行ったところ、申立期間当時、申立人が供述している所在地にＫ社

の名称で厚生年金保険の適用事業所があったこと、及び同事業所の業務内

容は申立人の説明と符合することが確認できるとともに、当該事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に被保険者記録が確認できる者が、

申立人を憶
おぼ

えていると供述していることから判断すると、期間の特定はで

きないものの、申立人がＫ社に勤務していたものと推認できる。 

しかしながら、当該被保険者名簿に被保険者記録が確認できる別の者が、

当時事務を担当していたとして名前を挙げる者の厚生年金保険被保険者記

録が確認できないことを踏まえると、当該事業所では、すべての従業員を



  

一律に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかった事情がうかがえる。 

また、当該被保険者名簿では、申立人の被保険者記録は確認できない。一

方、同名簿において申立期間①における健康保険の整理番号に欠番が無い

ことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなって

いる上、当時の事業主は所在が不明であり、同僚からも厚生年金保険の適

用に係る具体的な供述を得ることができないことから、申立期間①におけ

る事業主による厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   

２ 申立期間②については、Ｇ社Ｈ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿により被保険者記録が確認できる同僚は、「申立人のことを憶
おぼ

えてい

る。申立人は、申立期間も運転業務の助手をしていた。」と供述している

ことから判断すると、申立人は、期間の特定はできないものの、当該事業

所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該被保険者名簿によれば、申立人は、昭和 26 年９月１

日に当該事業所に係る厚生年金保険被保険者資格を取得し、28 年４月１日

に同被保険者資格を喪失した後、同年 10 月５日に同資格を再取得している

こと、及び申立期間②前後の被保険者期間において健康保険の整理番号が

相違していることが確認できる一方で、申立期間②における被保険者記録

が確認できない。 

また、申立人が名前を挙げる別の同僚は既に死亡している上、当該事業所

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に被保険者記録が確認できる他

の複数の同僚に聴取しても、申立人の厚生年金保険の適用に係る具体的な

供述を得ることができない。 

さらに、Ｉ社Ｊ支店の人事担当者は、「申立人に係る関連資料が一切残っ

ていないため、勤務実態等は不明である。」と回答しており、申立期間②

における事業主による厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

 

３ 申立人が両申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を各

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1977（事案 730の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和９年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年４月１日から 52年３月 31日まで 

新たな証拠があるわけではないが、Ａ社の元事業主は、「厚生年金保険の

適用事業所としての届出は行っていないが、従業員の給与から厚生年金保

険料を控除していた。」と証言しており、年金記録確認第三者委員会の結

論には納得できない。再度、調査してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立事業所は厚生年金保険の適用

事業所としての記録が確認できないこと、ⅱ）事業主による厚生年金保険料控

除について確認することができないことなどとして、既に当委員会の決定に基

づき平成 21年２月 20日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

申立人は、元事業主が厚生年金保険料を控除したと供述していることから

厚生年金保険料の控除があったと認めるべきであるとして、再度の申立てを

行っているところ、元事業主の供述を裏付ける関連資料は無い上、元事業主に

改めて聴取しても、従業員の給与から保険料を控除していたとする期間及び金

額についての供述が定かでないことに加え、申立事業所の元役員の一人は、

「会社が社会保険に加入していないのは知っていた。給与計算を担当していた

が、従業員の給与から保険料を控除していた記憶は無い。」と供述している。 

また、オンライン記録により、申立期間を通じて当該事業所に在籍してい

た別の元役員については、申立期間を通じて国民年金保険料を納付しているこ

とが確認できる。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1978 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 28年生  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年 11月 20日から 48年５月 15日まで 

当時、Ａ市Ｂ区役所の近くにあった、Ｃ事業所（Ｄ県Ｅ事務所の記録では、

Ｆ事業所）に入社した。 

私は、所長の指示により技術職の業務を担当していたが、私以外には従業

員はいなかった。勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所の名称は特定できないものの、公共職業安定所の雇用保険被保険者

記録により申立期間にほぼ一致する期間において申立人の被保険者記録が確認

できること、及び申立人が供述する所在地に申立事業所の名称とほぼ一致する

事業所の名称がＤ県Ｅ事務所に登録されていることが確認できることから判断

すると、申立人が申立期間においてＦ事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、厚生年金保険適用事業所名簿及びオンライ

ン記録では、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない上、申立

人は、「従業員は私以外にはいなかった。」と供述していることを踏まえると、

同事業所は、当時の厚生年金保険法で定める適用事業所としての要件を満たし

ていなかったものと考えられる。 

 また、当該事業所の事業主は既に死亡している上、同僚もいないことから、

申立期間における勤務実態及び事業主による厚生年金保険料の控除について確

認することはできない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。  



  

福岡厚生年金 事案 1979 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 14年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 10月 26日から 57年２月 22日まで 

厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間はＡ社（現在は、Ｂ

社）が経営する店舗で経理の仕事に携わっていたが、同事業所に係る記録

が確認できない旨の回答であった。 

当時の上司の名刺等を保管しており、当該事業所も私が勤務していたこと

を認めているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所の雇用保険情報により、昭和55年10月26日を就職日として、

申立人に常用就職支度金が支給されていることが確認できる上、申立人がＡ社

に勤務していたことを記憶している同僚が複数確認できることから判断して、

申立人が申立期間において申立事業所に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

り、申立期間において厚生年金保険の加入記録が確認できる被保険者数は、複

数の同僚が記憶している従業員数よりも少ない上、複数の同僚が、申立事業所

においては、一部の従業員は厚生年金保険に加入していなかった旨を供述して

いることを踏まえると、申立事業所では、すべての従業員を厚生年金保険に加

入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

また、当該被保険者名簿により、申立人に係る記録は確認できず、同名簿

において健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落した

ものとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立



  

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1980 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和４年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年５月 18日から 38年 10月１日まで 

私は、Ａ病院に３年以上は勤務したが、社会保険事務所（当時）の記録で

は、厚生年金保険被保険者期間は６か月しかない。健康保険があったのに、

厚生年金保険が無いのはおかしい。 

当時の院長は亡くなっているので詳細は分からないが、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ病院が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届には、申立人に

係る資格喪失年月日欄に「昭和 35年５月 18日」と記載されている上、健康保

険被保険者証が返納され、社会保険出張所（当時）が昭和 35年５月 26日に同

資格喪失届を受け付けた旨の押印が確認できる。 

 また、当該事業所では、昭和 35年５月 18日に申立人が厚生年金保険被保険

者資格を喪失した理由を「退職」としている。 

 さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保

険者名簿」という。）には、申立人に係る資格喪失年月日欄に「35．５．18」、

資格喪失日確認年月日欄に「35．５．30」と記録されている上、標準報酬等級

並びに適用年月日欄には、資格取得時決定の記録はあるが、昭和 35年 10月以

降の定時決定等の記録は確認できない。 

 加えて、申立人が「私よりも２日又は３日早く退職した。」と供述している

同僚の退職年月日は被保険者名簿により、昭和 35年５月 16日と記録されてい

ることが確認できる上、複数の同僚に照会したが、申立人の申立期間に係る勤

務実態に関する具体的な供述は得られないほか、当該事業所は、厚生年金保険

料の控除について根拠となる資料が無く不明であると回答していることから、



  

申立期間における事業主による厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


